
様式１－１

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

佐賀東部水道企業団 企業長　殿

01

03

04

㊞（実印）

06

08

(12 代理申請時使用欄)

12 適格請求書発行事業者（インボイス）記入欄

申請代理人郵便番号

申請代理人住　　所

申請代理人氏　　名

申請代理人電話番号

13

□登録済　　□申請中　　□申請予定　　□申請しない

年

登録番号 T

㊞

10 総 職 員 数 11 営 業 年 数

－
本社 (店 )住所

令和　　　　年度において、　佐賀東部水道企業団　で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）

令和　　　年　　　月　　　日

フ リ ガ ナ

07

02

役 職

本社(店)郵便番号

フ リ ガ ナ

商 号 又 は 名 称

本社(店)電話番号

代 表 者 氏 名

本 社 ( 店 )FAX 番 号

申 請 代 理 人

フ リ ガ ナ

担 当 者 氏 名

05

メ ー ル ア ド レ ス09

担 当 者 電 話 番 号

フ リ ガ ナ



様式１－２

14

28

（注）完成工事高については、消費税を含まない金額を記載すること。

26

27

（千円）

29

そ　　の　　他

合　　　　　計

20

21

22

23

24

25

12

13

14

15

16

17

18

19

09

　
　
完
　
　
　
　
　
　
　
成
　
　
　
　
　
　
　
工
　
　
　
　
　
　
　
事
　
　
　
　
　
　
　
高

10

11

01

02

03

04

05

06

年 間 平 均 完 成 工 事 高②
①

希 望 工 種 区 分

競 争 参 加 資 格

07

08



様式２

記載要領

１　本表は、申請日現在で作成すること。

２　「営業所名称」欄には、経営規模等評価を受けた建設業の許可を有するすべての本店又は支店等営業所の名称を記載すること。

３　「所在地」欄には、営業所の所在地を上段から左詰めで記載すること。

４　「電話番号・ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号を記載することとし、市外局番、市内局番及び番号は、「－（ハイフン）」で区切ること。

５　「建設業許可業種」の欄には、「営業所名称」欄に記入した営業所に対応する経営規模等評価を受けた建設業許可業種の欄に○印を付すること。

-

-

-

-

-

-

-

-

営　　業　　所　　一　　覧　　表

建　　設　　業　　許　　可　　業　　種

-

-

-

-

-

大 左 と

電話番号（上段）

ＦＡＸ番号（下段） 土 建

番
号

営　業　所　名　称
郵 便
番 号

所　　　　在　　　　地
石 屋 電 管 通防 内 機 絶ガ 水 清 解園 井 具 消塗タ しゅ 板鋼 筋 舗

商号又は名称



様式３

有資格技術職員内訳

111  42

212  41

113  43

214  44

215  46

216  45

120  48

221  47

222  50

223  51

127  53

228  54

129  52

230 142

133 141

234 143

144

146

145

148

147

150

151

153

154

152

137

238

239

 62

人　数

「流体工学」又は「熱工学」

「廃棄物管理」
衛生工学に係る選択科目のうち「水質管理」、「廃棄物管理」以外のもの

技　術　部　門

 建設

人　数検　　定　　種　　目

 建設機械施工技士

 土木施工管理技士

商号又は名称

二級

一級

二級

施
　
　
工
　
　
管
　
　
理
　
　
技
　
　
士

級別・種別・資格区分コード

 建築施工管理技士

 電気工事施工管理技士

 管工事施工管理技士

 造園施工管理技士
一級

二級

土木

建
築
士
等

一級

二級

一級

一級

技
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
術
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
士

 総合技術監理部門

業　　態　　調　　書　（建設工事）

「鋼構造物及びコンクリート」

 衛生工学

 林業

 上下水道

 機械

合　　　　　 計

実　　人　　数

その他

「林業」

「森林土木」

「流体工学」又は「熱工学」

 建築士

 建築設備士

機械部門に係る選択科目のうち「流体工学」又は「熱工学」以外のもの

「上水道及び工業用水道」
上下水道部門に係る選択科目のうち「上水道及び工業用水道」以外のもの

「林業」

「森林土木」

「水質管理」

選　択　科　目　・　資　格　区　分　コ　ー　ド

建設部門に係る選択科目のうち「鋼構造物及びコンクリート以外のもの」

「農業土木」

電気電子部門に係る選択科目

一級建築士

「水質管理」

「廃棄物管理」

その他

「上水道及び工業用水道」

「農業土木」

二級建築士

木造建築士

―

一級

二級

仕上げ

躯体

 電気電子部門

 農業

二級

その他

「鋼構造物及びコンクリート」

その他

―

鋼構造物塗装

薬液注入

※記載要領
１　「有資格技術職員内訳」の人数欄については、添付した経営事項審査結果通知
　書の基になった「経営規模等評価申請書」＜別紙二＞の技術者名簿から集計して
　転記してください。＜別紙二＞の有資格区分コード番号と＜本表＞の資格区分コ
　ード番号は対応していますので、技術者名簿の同じコード番号をそれぞれ集計し、
　人数欄に記入してください。
２　「実人数」欄には技術者名簿＜別紙二＞から、＜本表＞の資格区分コード番号
　のいずれか一つ以上該当している技術者の合計人数を記入してください。
３　「監理技術者資格者証及び監理技術者資格者講習修了証の所持者数」について
　は、技術者名簿＜別紙二＞の「資格者証交付番号」欄に同交付番号が記載されて
　いる技術者で監理技術者講習修了証を所持している技術者を集計し、合計人数を
　記入してください。

　　 監理技術者資格者証及び監理技術者資格者
　　 講習修了証の所持者数

建築



様式４

使用印 実印

令和　　　年　　　月　　　日

住 所

商号又は
名 称

氏 名 印（実印）

使 用 印 鑑 届

上 記 の 印 鑑 は 、 入 札 及 び 見 積 り に 参 加 し 、 契 約 の 締 結 並 び に 代 金 の 請 求 及 び

受領のために使用い たしますのでお 届け しま す 。



様式５

着 工 年 月

完成(予定)年月

元請又は
下請の別

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

工　　　　事　　　　経　　　　歴　　　　書

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

商号又は名称

（建設工事の業種） 工事

配置技術者氏名
（千円）

工事場所のある
都 道 府 県 名

工　　　　　事　　　　　名注　　　文　　　者
請負代金の額

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

合　　　計 件 千円



様式６

記載要領
１　本表は、業種ごとに作成し、「氏名」の記載は、営業所（本店又は支店若しくは常時契約を締結する事務所）ごとにまとめて記載すること。
２　「学校の種類」の欄には、大学、高等専門学校等の別を記載すること。
３　「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。
　　（例：○○建築士、○○土木施工管理技士）
４　「実務経歴」の欄には、最近のものから記載すること。

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

実務経験年月数実　　　務　　　経　　　歴

　　年　　月

法　 令　 に　 よ　 る　 免　 許　 等
氏　　　　名

学校の種類 専 攻 学 科

最　　終　　学　　歴

名　　　　称

（業種）

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

取　得　年　月　日

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

技　 　術　 　者　 　経　 　歴　 　書

　　年　　月

商号又は名称

　　年　　月

年齢

　　年　　月

　　年　　月



様式７

私は、下記の事項について誓約します。
なお、佐賀東部水道企業団が必要な場合には、佐賀県佐賀北警察署に照会することについて承諾します。

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。

（１）暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定

する暴力団

（２）同法第２条第６号に規定する暴力団員

（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

（４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴

力団又は暴力団員を利用するなどしている者

（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極

的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者

（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者

２　１の（１）から（７）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個

人ではありません。

佐賀東部水道企業団　企業長　　宛

申請者

所在地（住所）

法人名、商号、名称等

（氏名のふりがな）

代表者　職・氏名 ㊞　（実印） ※

※法人の場合は、記名押印してください。

※法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

代表者の生年月日 年 月 日

※支店等に委任している場合は、受任者についても記載してください。

支店等名

（氏名のふりがな）

受任者　職・氏名

受任者の生年月日 年 月 日

誓　　　　約　　　　書

記

令和　　年　　月　　日



様式８

商号又は名称 ：

代表者の職・氏名 ： ㊞（実印）

１　私は、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に関して、それぞれ法令で強制適用となる

者について加入していることを証します。

２　また、令和７年４月１日から令和９年３月３１日までの間において、健康保険、

厚生年金保険及び雇用保険に関して、それぞれ法令で強制適用となる者について

加入することを誓約します。

３　参考：　該当する□にチェックをしてください。

直近の経営事項審査等における状況

□ 私は、提出した最新の総合評定値通知書において、健康保険、厚生年金保険及び

雇用保険の「加入の有無」欄は、全て「加入」又は「除外」となっています。

□ 私は、提出した最新の総合評定値通知書において、以下の「加入の有無」欄が

「未加入」でしたが、その後、当該保険に加入したため、許可行政庁に対し

報告しました。

□ 健康保険

□ 厚生年金保険

□ 雇用保険

許可行政庁　→

報告年月日　→ 令和 年 月 日

許可行政庁　→

報告年月日　→ 令和 年 月 日

注意事項

誓約日を必ず記載すること。

社会保険等（健康保険、厚生年金及び雇用保険）の加入についての誓約書

令和　　年　　月　　日



（工事様式第９号①）
受付番号 　　

申請者

　商号又は名称

項目 活動内容等 点数 計 上限 確認欄

配水管技能者
在籍者数 人 点 点 -

配水用ポリエチ
レン管の施工講

習受講者数
人 点 点 5点

社会貢献 回 点 点 -

点

点

点

【佐賀東部水道企業団記入欄】（この欄には記入しないでください。）

工事成績１ 点

工事成績２ 点

工事成績３ 点

指名停止
期間中の指名停止期間
に対する点数 点

総合計 点

【添付書類について】　下記の書類を添付してください。

合計

期間中の請負額の点数

期間中の請負件数の点数

期間中の平均点数

佐賀東部水道企業団構成団体内における社会
奉仕活動回数（1回につき3点）

・佐賀東部水道企業団構成団体内における河川清掃等の社会奉仕活動への法人とし
ての参加１回につき３点加点　【１回の加点基準条件：２人以上参加】

障がい者雇用

法定雇用義務者

点 10点 ・法定雇用達成者10点
・法定雇用の義務付け者以外の者で雇用があるもの10点

法定雇用義務者以外

評価対象 評価基準

配水管技能者在籍人数 日本水道協会主催の配水管工技能講習会受講者1人あたり10点を加点

配水用ポリエチレンパイプシステム協会又は配
水用ポリエチレン管取扱いメーカーの施工講習
の受講者数

配水用ポリエチレンパイプシステム協会又は配水用ポリエチレン管取扱いメーカーの施
工講習の受講者1人あたり1点を加点

主観点事項に関する申請書（その１）

　所在地

　佐賀東部水道企業団送水管・配水管布設工事競争入札参加資格審査に係る主観的事項の審査を下記のとおり申請しま

す。なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

　代表者職氏名 ㊞（実印）

・配水管技能者 … 配水管技能者登録証の写し

・配水用ポリエチレン管の施工講習受講者 … 配水用ポリエチレンパイプシステム協会又は配水用ポリエチレン管取扱いメーカーの施工講習の受
講証の写し

・社会貢献 … ・主催者、自治会等からの証明書、新聞記事、活動状況の写真等活動状況が確認できるもの
※対象となるのは佐賀東部水道企業団構成団体内における活動のみとなります。

・障がい者雇用 … ・法定雇用義務者の場合には、公共職業安定所に提出した「障害者雇用状況報告書」



（工事様式第９号②）
受付番号

申請者

　商号又は名称

契約番号 開札日

計 件

総合点 点

【評価基準について】

評価期間

点数 １件につき２点（上限１０点）

令和５年１月１日から令和６年１２月３１日までに開札した災害復旧工事
※申請書類提出後に主観点の評価対象である災害復旧工事を受注した
場合は、工事様式第９号②に受注工事を追記し速やかに提出すること。

送水管・配水管布設工事（災害復旧工事）

工事名

主観点事項に関する申請書（その２）

　所在地

災害復旧工事について

(1) 送水管・配水管布設工事（佐賀東部水道企業団の発注した工事）のみとなります。

(2) 一般競争入札又は指名競争入札の案件に加え、随意契約も対象です。 　代表者職氏名 ㊞（実印）



（工事様式第１０号）

人

人

申請日現在において、上記の障がい者を当社従業員として雇用していることに相違あり
ません。

令和　　年　　月　　日

記載要領
※この報告書は、「障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号。以下
「法」という。）」第43条第１項に規定する障がい者の雇用義務がない事業者が、申請
日現在において、法第２条に定める障がい者で雇用保険の被保険者を雇用している場合
に作成してください。
ただし、代表者及び役員で雇用保険に加入していない方は除きます。

※障がい等級又は区分欄は、身体障害者手帳等に記載されている障がい等級又は区分を
記入してください。

　所在地

　商号又は名称

　代表者職氏名
㊞（実印）

　　　　　　　合計人数

　　　　　　　総従業員数

（３）　精神障がい者
障がい等級又は区分

人

（２）　知的障がい者
障がい等級又は区分

人

障がい者雇用についての報告書

雇用の状況　　 雇用の有無
（該当者がいる場
合のみ○印）

人数
　障がいの種類（障がい等級又は区分）

（１）　身体障がい者
障がい等級又は区分

人


